
各務原市遊休土地実態調査実施要綱 

（平成２１年４月１日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号。以下「法」という。）

第６章に規定する遊休土地に関する措置を適正かつ円滑に行うための実態調査（以

下「調査」という。）の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（調査時期） 

第２条 調査は、５月から６月までの期間に年１回行うものとする。 

（調査内容） 

第３条 調査の内容は、次のとおりとする。 

（１） 一団の土地の抽出 市長は、法第２３条第１項の届出に係る土地（都市計画法 

（昭和４３年法律第１００号）第５８条の６第１項の規定による通知に係る土地

を除く。）のうち、次のいずれにも該当するものを届出台帳等から抽出する。 

ア 調査年の前年（以下「前年」という。）の１月１日から１２月３１日までの

間において、法第２３条第１項の届出について、法第２４条第１項の規定によ

り勧告をした日又は届出のあった日から３週間（法第２４条第３項の規定によ

り期間を延長した場合には、その延長した期間）を経過した日のいずれか早い

日から２年を経過したもの 

イ 次に掲げる面積要件に該当するもの 

（ア）市街化区域にあっては、２，０００平方メートル以上 

（イ）市街化調整区域にあっては、５，０００平方メートル以上 

（２）利用現況調査表の作成 市長は、次の土地について所要事項を利用現況調査表

（様式第１号）に記載する。 

ア 前号により抽出された土地 

イ 前年以前において一団の土地として抽出され、法第２８条第１項第３号の要

件に該当したが、同項第２号の期間要件を満たさないこととされた土地 

（３）未利用地要件の判定 市長は、前号により利用現況調査表に記載された土地に

ついて、現地調査を行い、利用状況を判断し、その結果を利用現況調査表に記載

する。 

（４）期間要件の確認 市長は、前号により法第２８条第１項第３号の要件に該当す

ると判定された土地について、登記事項証明書等により同項第２号の期間要件に



該当するか否か及び調査時における保有・転売の別を確認し、その結果を利用現

況調査表に記載する。この場合において、数年にわたり取得された一団の土地に

ついては、第１号イに掲げる面積要件を満たすこととなったときに取得があった

ものとして取り扱うものとする。 

（５）遊休土地の認定 市長は、次の方法により遊休土地の認定をする。 

ア 市長は、前号により法第２８条第１項第２号の期間要件に該当すると判断さ

れた土地について、遊休土地等調査票（様式第２号）を作成し、これに基づき

遊休土地に該当するか否かを判断する。 

イ 市長は、前年の調査において継続検討とされた土地について、その後の状況

の変化を調査し、その結果を作成済の遊休土地等調査票に記載して、遊休土地

に該当するか否かを検討する。 

ウ 市長は、ア及びイによる検討の結果について、遊休土地等調査票に記載する。 

（報告） 

第４条 市長は、次に掲げる書類を当該年の７月２０日までに岐阜県知事に提出する

ものとする。 

（１）利用現況調査表 

（２）遊休土地等調査票 

（３）当該遊休土地等の位置図（原則として縮尺５万分の１のもの） 

（４）状況図（当該遊休土地等の形状及び周辺の土地の状況を明らかにしたもの） 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 



様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第３条関係） 

遊 休 土 地 等 調 査 票
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